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令和７年度第１回安全パトロール結果 

 

安全パロトール実施日：2025 年 7 月 4 日（金） 

 

パトロール実施中 

 

建災防長野県支部大北分会 
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No.1 

１ 墜落・転落防止 

 

 

 

 

 

 

 

墜落・転落防止対策 

 

墜落・転落防止の設備が未設置の状態で作業が行われている 

【改善に要する事項】 

足場には、①端部の止め、②２段の手すり、③幅木の設置が必要 

① 足場の端部・開口部には、作業者が墜落するのを防ぐため、手すりを設置する必要があ

ります。 

② わく組足場以外の足場の場合、高さ 85cm 以上の「手すり等（上さん）」と、高さ 35

〜50cm に「中さん等（中桟）」の２段の手すりが必要です。 

③ 足場の作業床の縁部には、作業員が足を踏み外すのを防ぎ、工具や物体の落下を防ぐ

ため、高さ 10cm 以上の「幅木」を設置する必要があります。 

（安全衛生規則第 552 条より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

三大災害：墜落・転落災害 

今回のパトロール現場 

①  

②  

③  
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No.1-2 

１-２ 墜落・転落防止 

 

                             足場の床材と建地との隙間が大きい 

【改善に要する事項】 

足場の床材間の隙間は 3cm 以下、床材と建地の隙間は 12cm 未満 

労働安全規則第 563 条で定められた足場板の隙間は、次のとおりです。 

① 床板間の隙間を 3cm 以下にする。 

② 床板と建地の隙間は建物と垂直方向に 12cm 未満とする。 

 

隙間を狭く維持することで、作業中に部品が落下しにくくするのはもちろん、踏み外しの

防止にもつながります。 

 

（安全衛生規則第 563 条より） 

 

 

 

 

 

 

 

今回のパトロール現場 

三大災害：墜落・転落災害 
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No.1-3 

１-3 墜落・転落防止 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重機の転落防止 

車両系建設機械を使用する際の安全対策 

① 事前に地形や、地盤の状況等を調査し、作業計画を定め、かつ、策定した作業計画によ

り作業を行いましょう。  

② 転落のおそれのある箇所には、誘導員を配置し、誘導員の誘導により作業を行いましょ

う。 

③ 可能な限り、運転席の扉を閉め、シートベルトを着用し、転倒又は転落時に、運転席の

外へ放り出されないようにしましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

三大災害：墜落・転落災害 

今回のパトロール現場 

斜面高所での作業 
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No.1-4 

１-4 墜落・転落防止 

 
                路肩の転落防止のための設備が不十分 

【改善に要する事項】 

路肩の転落防止のための設備の設置が必要 

肩・路肩にはバリケードを設置し、転落を防止する 

（例）A 型バリケードを、路肩から 1m 以上離れたところに設置する。 

【参考事例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回のパトロール現場 
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                   墜落・転落防止の設備が必要 

【改善に要する事項】 

打設天端の転落防止のための設備の設置が必要 

打設天端での転落防止措置を行い、転落を防止する 

 

安衛則第 519 条は、事業者が高さ 2 メートル以上の作業床の端や開口部など、墜

落による危険がある箇所に、囲い、手すり、覆いなどを設置することを義務付けてい

ます。  

また、労働安全衛生規則第 519 条第 2 項では、高さ 2 メートル以上の作業

床の端や開口部などで墜落による危険がある場合に、囲い、手すり、覆いなど

を設けることが著しく困難な場合や、作業の必要上一時的に取り外す場合に、

防網を張る、または労働者に安全帯を使用させるなど、墜落による危険を防

止するための措置を講じることを義務付けています  

安衛則第 521 条では、事業者が労働者に安全帯を使用させる場合に、安全

帯を安全に取り付けるための設備等を設けることを義務付けています。具体

的には、高さ 2 メートル以上の箇所で作業を行う際に、安全帯を適切に取り

付けられる設備を設置する必要があります。  

 

 

 

 

 

 

 

 

今回のパトロール現場 
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No.2 

2 地山・法面崩壊 

 

                           掘削斜面からの落石のおそれがある 

地山掘削作業の安全施工（地山掘削面の点検） 

 

地山の点検 

 

① 労働安全衛生規則第 355 条では、地山の掘削の作業を行う場合において、地山の崩壊

等により労働者に危険を及ぼすおそれのあるときは、あらかじめ、作業箇所等について

調査することが事業者に義務付けられています。 

 

② また、労働安全衛生規則第 358 条では、明かり掘削の作業を行う場合には、点検者を

指名し、日々の地山の点検を実施すること等が事業者に義務付けられています。 

 

斜面崩壊による労働災害の防止を図るためには、 

・点検により地山の状況を的確に把握すること  

・工事関係者が点検結果に基づいた斜面崩壊の危険性に関する情報を共有すること 

が必要不可欠です。  

 

 

 

三大災害：崩壊・倒壊転落災害 

今回のパトロール現場 
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No.3 

３ 熱中症対策 

令和 7 年 6 月 1 日に施行された労働安全衛生規則の改正により、特定の作業環境下※に

おける熱中症対策が企業の法的義務となりました。 

従来のような努力義務ではなく、安全配慮義務の一環として規定され、熱中症対策を怠

った企業には罰則として、労働安全衛生法第 120 条に基づき、「6 か月以下の懲役または

50 万円以下の罰金」が科される可能性があります。 

※対象となる作業 

「WBGT28℃以上」もしくは「気温 31℃以上」の環境で、「連続 1 時間以上」 

または「1 日 4 時間以上」の実施が見込まれる作業 

 

改正労働安全衛生規則では、職場における熱中症対策の強化として、事業者に対し

「早期発見のための体制整備」 

「重篤化を防止するための措置の実施手順の作成」 

「関係作業者への周知」 

が義務付けられます。 

 

《早期発見のための体制整備》 

 熱中症を生ずるおそれのある作業を行う際に、 

① 熱中症の自覚症状がある作業者 

② 熱中症のおそれがある作業者を見つけた者 

 がその旨を報告するための体制（連絡先や担当者）を事業場ごとにあらかじめ定め、

関係作業者に対して周知しましよう。 

 

《重篤化を防止するための措置の実施手順の作成》 

 熱中症を生ずるおそれのある作業を行う際に、 

① 作業からの離脱 

② 身体の冷却 

③ 必要に応じて医師の診察又は処置を受けさせること 

④ 事業場における緊急連絡網、緊急搬送先の連絡先及び所在地等 

 など、熱中症の症状の悪化を防止するために必要な措置に関する内容や、実施手順を

事業場ごとにあらかじめ定め、関係作業者に対して周知しましょう。 
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熱中症対策 事例（現場内での体制・実施手順の周知、掲示） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

熱中症対策 事例（休憩所等での体制・実施手順の周知、掲示） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回のパトロール現場 

今回のパトロール現場 
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熱中症対策 事例（休憩所、及び休憩所の明示） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

熱中症対策 事例（その他、横断幕、エアコン等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回のパトロール現場 

今回のパトロール現場 
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No.４ 

 ４ 重機の管理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運転者が運転位置から離れている時：排土板が上がっている     運転者が運転位置から離れている時： 

キーが差しこまれたまま 

【改善に要する事項】 

〇重機から離れるときは、排土板を下げ、キーを抜く 

① 労働安全衛生規則第 160 条では、運転者は、車両系建設機械の運転位置から離れると

きは、バケット、ジッパー等の作業装置を地上に下ろすこと、とされております。 

 

② 同じく、労働安全衛生規則第 160 条では、原動機を止め、かつ、走行ブレーキをかけ

る等の車両系建設機械の逸走を防止する措置を講ずること、とされております。 

  

 

運転者が席を離れる場合、一番の危険は、不意に機械が動いてしまうことです。バック

ホウなどであれば、バケットや排土板が急に落下してしまうことなどがあります。 

 そのため席を離れる場合には、停車する措置として、逸走防止、つまり不意に動き出す

のを防ぐための対策が必要です。 

バケット、ジッパー等の作業装置は地上に下ろす。 

エンジンを停止する、走行ブレーキをかける等、動き出さないようにする。 

 

 なお、「キーを抜く」ことは、「走行ブレーキをかける等」の“等”のなかで、法に適

った措置と思われます。 

 

 

 

 

 

三大災害：建設機械・クレーン等災害 

今回のパトロール現場 
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No.５ 

５ ワイヤロープの管理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ワイヤロープが無造作に置かれている 

【改善に要する事項】 

〇ワイヤロープの管理を徹底する 

労働安全衛生規則第 471 条では、事業者は、次の各号のいずれかに該当するワイヤロープ

を揚貨装置の玉掛けに使用してはならない、とあり 

  1）ワイヤロープ一よりの間において素線（フィラ線を除く。以下本号において同

じ。）の数の 10 パーセント以上の素線が切断しているもの 

  2）直径の減少が公称径の 7 パーセントをこえるもの 

  3）キンクしたもの 

  4）著しい形くずれ又は腐食があるもの 

の使用禁止しています。 

 

ワイヤロープは設備、運搬および荷役用として幅広く使用されている必需品であります。

しかし、ワイヤロープは消耗品であるとの認識から比較的雑に扱われて、その損傷のた

め、重大な人身事故につながる場合があります。ワイヤロープを使用する場合は、正しい

知識を以て管理することで事故防止をする必要があります。ワイヤロープの保守点検につ

いては、日常及び定期的に点検して、損傷や劣化の状態を常に把握しておき、取り換え時

期を失しないようにしなければなりません。  

今回のパトロール現場 
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No.６ 

６ 防油堤の設置 

 

 

 

 

 

建設機械からの油漏れを防ぐ（防油堤設置事例写真参考） 

 

【改善に要する事項】 

〇建設機器からの油漏れを防ぐ（防油堤等の対策を行う） 

防油堤の設置は、危険物の漏洩による被害を防止するために重要です。特に、一定

量以上の危険物を貯蔵・取扱う施設では、消防法や各自治体の条例により設置が義

務付けられています。  

発電機の防油堤に関する指定数量の扱いは、消防法における危険物の規制に関連

します。一般的に、発電機の燃料として使用される A 重油の場合、指定数量は

2,000 リットルです。この指定数量の 0.2 倍から 1 倍未満の範囲であれば少量危

険物として、指定数量以上であれば一般危険物として扱われます。防油堤は、屋

外の危険物取扱設備の周囲に設置され、一定の基準を満たす必要があります。  

 

防油堤の設置義務と基準 

• 設置義務 : 

液体危険物を貯蔵する屋外タンクには、原則として防油堤の設置が義務付けられてい

ます。特に、タンク容量が指定数量の 2 分の 1 以上の場合は、設置が必要です。 

• 容量 : 

防油堤の容量は、貯蔵するタンクの容量以上である必要があります。複数のタンクを

設置する場合は、最も大きいタンクの容量以上が必要です。 

• 構造 : 

防油堤は、土や鉄筋コンクリートなどで作られます。高さは 0.5 メートル以上、防油

堤内の面積は 80,000 平方メートル以下とする必要があります。 

防油堤設置事例 
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• 目的 : 

防油堤は、タンクの破損や配管の故障などにより油が漏洩した場合に、外部への流出

を防ぎ、環境汚染や火災などの事故を防止することを目的としています。 

 

工事現場における注意点 

• 工事現場で使用する重機や発電機などに給油する際は、防油堤内で作業を

行うようにしましょう。  

• 軽油の運搬や保管の際には、漏洩防止対策を徹底しましょう。  

• 万が一、軽油が漏洩した場合は、速やかに適切な処置を行い、関係機関に

連絡してください。  

 

オイルフェンス一体型の建設機器の使用（発電機の事例） 

発電機オイルフェンスとは、発電機の燃料タンクやエンジンオイルなどが漏

れた際に、外部への流出を防ぐための装置です。特に、河川や海などの水質汚

染が懸念される場所で使用される発電機に設置されます。  

発電機本体と一体化された大容量のオイルフェンスが、燃料タンクとともに設置され

ており、漏洩した油を溜め込み、外部への拡散を防ぎます 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オイルフェンス一体型発電機の事例 
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No.7 

７ 工事現場におけるハチ刺され災害防止 

 

 

 

 

 

 

工事現場におけるハチ刺され災害防止の徹底 

夏場の建設工事現場で留意すべきものにハチ刺されがあります。刺すハチの中で怖いの

はスズメバチとアシナガバチです。特にスズメバチは攻撃性も強く、刺された場合危険

な状態に陥ることもあり、注意が必要です。      
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No.８ 

 ８ 隣接工事間の連携 

 

 

 

 

 

 

 

                          広い現場で隣接する工区が多い 

安全協議会での連絡の周知 

隣接する工事現場間の連携を強化し、安全を確保するためには、安全協議会を

設置・運営することが重要です。特に、建設業においては、労働安全衛生法に

よって特定元方事業者（建設業と造船業の元方事業者）に設置が義務付けられ

ています。この協議会では、関係請負業者が参加し、定期的に協議を行い、安

全に関する事項を話し合います。  

隣接する工事現場では、資材の搬入出、重機の稼働、騒音、振動など、互いに影響し合う

ため、連携が不可欠です。安全協議会を通じて、以下の点を連携・協議することで、事故

のリスクを低減できます。 

• 作業計画の調整 : 

各現場の作業内容、作業時間、作業場所、搬入経路などを共有し、調整することで、

事故を未然に防ぎます。 

• 危険  zone の共有 : 

重機や高所作業など、危険な作業場所や範囲を共有し、立ち入り禁止区域を設定する

など、安全対策を徹底します。 

• 緊急時の対応 : 

事故や災害発生時の連絡体制、避難経路、消火活動などを事前に協議し、迅速な対応

ができるようにします。 

 

今回のパトロール現場 



p. 30 

 

No.9 

９ 作業用通路の検討  

 

 

 

 

 

 

 
 

作業通路が明らかでなく、橋の上に開口部がある 

【改善に要する事項】 

〇安全な作業通路を設ける 

労働安全衛生規則第 540 条では、事業者は、作業場に通ずる場所及び作業場内には、労働

者が使用するための安全な通路を設け、かつ、これを常時有効に保持しなければならない、

また、通路で主要なものには、これを保持するため、通路であることを示す表示をしなけ

ればならない、とあります。 

 

また、労働安全衛生規則第 544 条では、事業者は、作業場の床面については、つまづき、

すべり等の危険のないものとし、かつ、これを安全な状態に保持しなければならない、と

あります。 

 

安全が確保された通路を常に使用できる状態にしておく。 

主要な通路には通路であることを示す表示をする。 

スムーズかつ安全に移動できるよう、つまづき、すべり、踏み抜き等などの危険がな

い状態を維持する。 

ことが求められます。 

 

 

今回のパトロール現場 
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No.10 

 10 脚立の使用方法の検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

脚立が不安定 

【改善に要する事項】 

〇安全な昇降設備を設ける 

労働安全衛生規則第 526 条では、事業者は、高さ又は深さが一・五メートルをこ

える箇所で作業を行なうときは、当該作業に従事する労働者が安全に昇降するた

めの設備等を設けなければならない、とあります。 

 

・脚立を昇り降りする際は慎重に行う 

昇降方向を前後方向とすると側面方向には不安定になり易い 

・基本事項の確認と実施 

止め具がしっかり止まっていない状態で使用しない。 

傾斜のある地面や不安定な場所で脚立を使わない。 

 

 

 

 

 

 

 

今回のパトロール現場 
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No.11 

11 輪止めの設置 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

輪止めの設置 

【改善を要する事項】 

車両の逸走防止のため、輪止めを使用してください。 

現場では、傾斜した 場所に車両を駐車しなければならない場合が少なくありません。 

そのような場合、サイドブレーキを確実にひいて逸走を防ぐことが必要ですが、更に輪止

めを設ければ車両逸走による事故の確実な防止ができます。 

労働安全衛生法では車両系建設機械の運転者が“運転位置から離れるとき”にはバックホ

ウであれば、バケットを地上に降ろし、エンジンを停止させなけばなりませんし、走行ブ

レーキを備えた車両であればブレーキを掛けてからでないと、運転席から離れることは許

されません。ただし、この規定は必要最低限の決まりであり、ブレーキが緩んでいれば走

り出してしまう恐れのある傾斜地などでは更に安全を考慮して、輪止めを設けるべきです。  

※ 傾斜した場所に車両を停めておく際は、輪止めを掛けてください。  

※ 輪止めの種類は問いません。既製品のゴム製、金属製だけでなく、角材で作った木製の

ものでも勿論かまいません。但し、石を挟み込んだり桟木を噛ませておくだけなどは輪

止めとは認めません。  

 

 

 

 

     輪止め設置(良好例) 

今回のパトロール現場 
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No.12 

12 現場の材料整理整頓 

材料の整理整頓 

工事現場での整理整頓は、作業効率や安全性を向上させるために重要です。以下に、現場

で役立つ整理整頓のコツをいくつか共有します。 

1. 出し入れの多いものは都合の良い場所に置く: 頻繁に使用する部品や材料は、取り

出しやすい位置に配置しましょう。 

2. 小さな材料は仕分けして箱に入れる: 小さな部品や材料は、大きさや寸法別に仕分

けして整理しておくと便利です。 

3. 崩れやすいものは当て木を使って整頓: 崩れやすい材料は、当て木を使って安定さ

せて整理しておきましょう。 

4. 危険なものは別に保管: 燃えやすい材料や発火しやすいものは、別の場所にまとめ

て保管することで安全を確保できます。 

整理整頓を実践することで、作業環境が改善され、効率的で安全な現場をつくることがで

きます。目的を明確にし、計画的に整理整頓を行いましょう！ 

 

整理整頓はすべての基本 

 現場でも家庭でも整理整頓は、とても大事です。 

「整理」とはいらないものを捨てること。 

「整頓」とは必要なものがすぐに取り出せるようにすることです。 

 それに加えて、きれいに「掃除」をすることとその状態を「清潔」に保つこと。ま

た、誰かに言われるわけでもなく当たり前のようにやり続けるという「習慣」を合わせて

「５Ｓ」と呼びます。整理整頓ができていない現場は、安全も品質も工程も原価も、すべ

てがだらしなくなります。 

 一方、整理整頓ができている現場は、安全も工程も品質もよく、結果的には利益も出

ます。やはり整理整頓はすべての基本なのです。 

 

 

 

 

整理整頓（良好） 

今回のパトロール現場 

https://anzenkouen.com/1m-anzen/seiri-seiton
https://anzenkouen.com/1m-anzen/seiri-seiton
https://canaris.jp/post-1139
https://canaris.jp/post-1139
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No.13 

13 移動式クレーンの作業計画書の作成 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

移動式クレーン 

作業計画書とは 

移動式クレーンを使用した作業を行う際に、法令によって作成と周知を行うように定めら

れている書類です。 

作成せずに作業を行うことは安全管理のされていない危険な状態と判断されて法令違反に

なります、作業前に必ず作成しましょう！ 

 

クレーン等安全規則第 66 条の 2 などが該当します。 

 

第六十六条の二 

事業者は、移動式クレーンを用いて作業を行うときは、移動式クレーンの転倒等による 労

働者の危険を防止するため、あらかじめ、当該作業に係る場所の広さ、地形及び地質の状

態、運搬し ようとする荷の重量、使用する移動式クレーンの種類及び能力等を考慮して、

次の事項を定めなければ ならない。 

一 移動式クレーンによる作業の方法 

二 移動式クレーンの転倒を防止するための方法 

三 移動式クレーンによる作業に係る労働者の配置及び指揮の系統 

２ 事業者は、前項各号の事項を定めたときは、当該事項について、作業の開始前に、関係

労働者に周知 させなければならない。 

 

 

 

三大災害：建設機械・クレーン等災害 
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移動式クレーン作業計画書作成例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・なぜ作業計画書を作成する必要があるのか 

安全に作業を行うために、法令で作成し周知をおこなうこと定めされているため必ず

作成しなければいけない書類です。 

・移動式クレーン作業計画書に記載する内容 

記載事項と配置図について確認し、書式は決まっていないので各社で設定されている

書式を使用してください。 

 

法令で作成と周知が定められてはいますが、クレーン作業は事故や災害が起こると重大災

害につながるリスクがあります、事前に計画して管理者と作業者全員が共通認識のもとで

作業できるようにしていきましょう！ 
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建設工事の現場で起きやすい三大災害への 

備えは重要！ 
 

建設工事の現場では、危険な仕事も多いため作業するときには注意しなけ

ればなりませんが、中でも発生しやすい三大災害のリスクは把握しておく

ことが必要です。  建設三大災害と呼ばれている事故は、  墜落・転落災害  

建設機械・クレーン等災害  崩壊・倒壊災害  ですが、それぞれどのような

ことに注意するべきか、その内容は下記のとおりです。  

墜落・転落災害  

建設現場で起きる死亡事故の中で最も多く、全体の約 3 割を占めます。  

たとえば高所での作業中に足を踏み外し落下する事故や、マンホールなど

穴に落ちてしまうといった事故が該当します。  墜落・転落事故が発生す

る原因として考えられるのは、手すりや安全帯（墜落制止用器具）の設置

に不備がある、または足場がしっかりと固定されていないといったことで

す。  現場確認は 2 人以上で行い、常に安全な作業現場を整備することを

心掛けていきましょう。  

建設機械・クレーン等災害  

建設機材やクレーンなどによる災害も建設現場で多く見られる事故です

が、現場には常に多くの建築資材が並び、クレーンなどが出入りします。  

仮に建築機材が地面に転がっている状態では事故が起きやすくなるでしょ

うし、材料をクレーンで運んでいる途中に落ちてしまうと、作業員にあた

ってしまうかもしれません。  建築機材やクレーンの事故が起きる原因と

して考えられるのは、建築機材を用途以外で使っていること、またはクレ

ーン操縦の際に後方など十分に確認せず動かしていることなどです。  最

低限行うべき確認などは適切に行い、常に事故が起きるかもしれないと注

意しながらクレーン操作や作業を行いましょう。  
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崩壊・倒壊災害  

規模の大きな建物を建てるときなど、土台になる部分は補強しておかなけ

れば倒壊してしまうリスクを高めます。  倒壊や崩壊による事故が起きて

しまう原因として考えられるのは、台風発生による強風や豪雨などの自然

災害です。  強風や大雨で足場が崩れ倒壊してしまうといったことも十分

考えられるため、自然災害が起きたときはできる限り早い段階で作業を中

止し、安全確保に努めましょう。  

現場で事故が起きないよう徹底した安全対策を  

建設業の過去 5 年間の労働災害を確認すると、三大災害が全体の 4～ 7 割

を占めているのが現状です。  特に墜落・転落災害は最も多く発生してい

るため、高所での作業においては十分に安全対策を取るよう徹底してくだ

さい。  崩壊・倒壊災害は年 1～ 2 件で推移しており、件数はわずかではあ

るものの、土砂などで崩壊が起きれば死亡災害につながってしまいます。  

必ず作業を始める前に地山の状態など点検しておき、土止め支保工を設置

するといった措置を取るようにしましょう。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年度第１回安全パトロール （2025.7.4 実施） 
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建設業労働災害防止協会長野県支部大北分会 


